
（都道府県名：新潟県）
１．増頭羽数等の効果

事業
実施年度

事業
実施数
ア

評価対象外
事業数
イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事業
のうち、都道
府県が事業実
施主体へ改善
指導を必要と
した事業数

地方農政局等
から都道府県
計画の改善指
導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成28年度 3 0 3 92% 1 無

養豚においては、施設整
備により繁殖雌豚の増加
が図れ、総飼養頭数が増
加し、目標を達成した。肉
用牛においては、施設整
備の稼働遅延と疾病の発
生により、繁殖牛導入及び
子牛生産頭数は計画まで
届かず、目標を達成できな
かったが、現在繁殖頭数
は増加しており、平成31年
度に目標は達成見込み。

県の成果目標の平均達成
率は92％であり、目標はほ
ぼ達成されている。
ただし、県に目標を達成で
きていない取組主体に対し
て継続的な指導を求める。

２．収益性の向上効果

事業
実施年度

事業
実施数
ア

評価対象外
事業数
イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事業
のうち、都道
府県が事業実
施主体へ改善
指導を必要と
した事業数

地方農政局等
から都道府県
計画の改善指
導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成28年度 1 0 1 151% 0 無

養豚においては、施設整
備により繁殖雌豚の増加
が図れ、子豚分娩頭数の
増加に伴って、目標を達成
した。

成果目標は達成された認
められる。

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（施設整備事業）の評価結果



（都道府県名：富山県）
１．増頭羽数等の効果

事業
実施年度

事業
実施数
ア

評価対象外
事業数
イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事業
のうち、都道
府県が事業実
施主体へ改善
指導を必要と
した事業数

地方農政局等
から都道府県
計画の改善指
導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

２．収益性の向上効果

事業
実施年度

事業
実施数
ア

評価対象外
事業数
イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事業
のうち、都道
府県が事業実
施主体へ改善
指導を必要と
した事業数

地方農政局等
から都道府県
計画の改善指
導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成28年度 1 0 1 －706％ 1 有

目標には達しなかった
が、増頭目標頭数を達成
できれば収益の向上も
見込めることから、令和
３年度には目標を達成で
きると考えられる。

県の成果目標の平均達成
率は90％未満であり、目標
は達成されていない。
このため、県に対して改善
措置を求めるとともに、目
標を達成できていない取組
主体に対して継続的な指
導を求める。

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（施設整備事業）の評価結果



（都道府県名：石川県）
１．増頭羽数等の効果

事業
実施年度

事業
実施数
ア

評価対象外
事業数
イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事業
のうち、都道
府県が事業実
施主体へ改善
指導を必要と
した事業数

地方農政局等
から都道府県
計画の改善指
導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成28年度
～

平成29年度
・

平成28年度

2 0 2 54% 2 有

（採卵鶏）順調に目標を達
成できている。
（肉用牛繁殖）母牛導入の
遅れから、出荷頭数が伸
び悩んでいるが、令和4年
度には出荷頭数40頭達成
予定である。

県の成果目標の平均達成
率は90％未満であり、目標
は達成されていない。
このため、県に対して改善
措置を求めるとともに、目
標を達成できていない取組
主体に対して継続的な指
導を求める。

２．収益性の向上効果

事業
実施年度

事業
実施数
ア

評価対象外
事業数
イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事業
のうち、都道
府県が事業実
施主体へ改善
指導を必要と
した事業数

地方農政局等
から都道府県
計画の改善指
導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（施設整備事業）の評価結果


